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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

提出会社の経営指標等 

  

 
  

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第26期

第３四半期 
累計期間

第27期
第３四半期 
累計期間

第26期

会計期間
自 平成22年６月１日
至 平成23年２月28日

自 平成23年６月１日 
至 平成24年２月29日

自 平成22年６月１日
至 平成23年５月31日

売上高 (百万円) 94,296 102,221 132,724 

経常利益 (百万円) 26,320 28,459 37,316 

四半期(当期)純利益 (百万円) 15,545 16,632 22,065 

持分法を適用した場合の投資利益 (百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 22,301 22,301 22,301 

発行済株式総数 (千株) 127,097 127,097 127,097 

純資産額 (百万円) 79,635 53,342 86,176 

総資産額 (百万円) 113,248 89,037 132,982 

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 122.32 130.87 173.62 

潜在株式調整後１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 122.31 ― 173.62 

１株当たり配当額 (円) 70 ― 460 

自己資本比率 (％) 69.6 58.9 64.2 

回次
第26期

第３四半期 
会計期間

第27期
第３四半期 
会計期間

会計期間
自 平成22年12月１日
至 平成23年２月28日

自 平成23年12月１日 
至 平成24年２月29日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 43.11 46.40 
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(注) １ 当社は四半期連結財務諸表は作成しておりませんので、連結経営指標等の推移については記載しておりませ

ん。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４  第27期第３四半期累計期間末における純資産額および総資産額の大幅な減少は、第26期期末配当として１株

当たり390円（特別配当297円を含む。うち221円は資本剰余金が原資）を支払ったこと等によるものです。

またこれにより、自己資本比率が低下しております。 

５ 第１四半期会計期間より、潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額の算定にあたり、「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号  平成22年６月30日)及び「１株当たり当期純利益に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号  平成22年６月30日)を適用しております。当該

会計方針の変更は遡及適用され、第26期第３四半期累計期間及び第26期事業年度の潜在株式調整後１株当た

り四半期(当期)純利益金額について遡及処理を行っております。 

６ 第27期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

７ 第26期の１株当たり配当額には、上記４に記載のとおり特別配当297円を含んでおります。また、第27期第

３四半期累計期間の１株当たり配当額は、第27期より配当を期末年１回の実施としているため記載しており

ません。 

  

当第３四半期累計期間において、当社および当社が属する企業グループにおいて営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクに関する重要な変更はありません。 

  

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

当社の四半期財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この四半期財務諸表の作成にあたっては、決算日における資産および負債の金額、収益およ

び費用の金額に影響を与えるような仮定、見積り、判断を必要とします。過去の経験や状況に応じ合理的

と判断した入手可能な情報に基づいた仮定、見積り、判断であっても、仮定あるいは条件の変化により、

実際の結果と異なる可能性があります。また、文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日

現在において当社が判断したものであります。 

  

(1) 経営成績の分析 

① 業績の状況 

当第３四半期累計期間における日本国内の経済環境は、東日本大震災後のサプライチェーンの立て直し

等により企業活動に持ち直しの動きが見られるものの、円高、欧州の政府債務危機、タイの水害等による

今後の景気への不透明感も依然残っております。 

このような状況において、当社は、平成23年6月30日に発表いたしました中期経営計画の2つのイニシア

チブである、成長戦略「Growth Initiatives」と経営基盤整備の「Foundation」に取り組んでおります。

お客様との関係をより深め、企業活動を支えるITソリューションを一貫して提供できる総合的なITベンダ

ーとしての当社の価値をお客様に訴求し、当社のさらなる成長を実現すべく様々な施策を進めてまいりま

した。 

また、平成23年 10月には、オラクル・コーポレーション主催のITカンファレンス「Oracle

OpenWorld」が米国サンフランシスコで開催され、様々な新製品やサービスが発表されました。当社は、

これら新製品やサービスを順次日本国内のお客様に提供すべく、準備を進めてまいりました。 

  

② 売上高 

売上高は、102,221百万円となり、前第３四半期累計期間（以下、「前年同期」）比7,925百万円、

8.4％増となりました。各セグメント別の概況は以下のとおりです。 

  

[ソフトウェア・ライセンス] 

売上高は27,922百万円（前年同期比12.7％増）となりました。 

当セグメントは企業等のIT基盤に利用されるソフトウェアの新規ライセンスを販売しており、データベ

ース管理ソフトウェアおよび高い信頼性と拡張性のあるIT基盤を実現する各種ミドルウェア製品の新規ラ

イセンスを販売する「データベース＆ミドルウェア」、ERP等の業務アプリケーションの新規ライセンス

を販売する「アプリケーションズ」から構成されます。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(ⅰ) データベース＆ミドルウェア 

データベース＆ミドルウェアの売上高は24,990百万円（前年同期比12.8％増）となりました。 

データベース統合、経営情報基盤の刷新、災害対策やBCP(事業継続基盤）構築等の案件を確保し、ま

た、クラウド環境構築やExadata等のエンジニアド・システムズの提案を積極的に推進し、当四半期末

にかけて主力のデータベース管理ソフトウェアやExadata用ソフトウェア、アプリケーションサーバー

を中心としたミドルウェア製品等が堅調に推移いたしました。平成23年6月には「Oracle Business 

Intelligence R11.1.1.5」、同11月には「Oracle Database Firewall」、平成24年1月には、Webエクス

ペリエンス管理、企業ポータル、様々なデータの共有・流通基盤ならびにコミュニケーションを迅速化

するソーシャル・コミュニケーション基盤を提供するスイート製品「Oracle WebCenter」を、同2月に

はアプリケーション・サーバー製品の最新版「Oracle WebLogic Server 12c」を提供開始いたしまし

た。 

  

(ii) アプリケーションズ 

アプリケーションズの売上高は、経済環境やIFRS(国際会計基準）の強制適用時期の動向等を踏ま

え、投資に慎重なお客様が見られる一方、企業活動のグローバル化等に対応したIT投資を積極的に行う

お客様もあり、2,931百万円（前年同期比12.2％増）となりました。平成23年７月には中堅企業向けERP

製品「JD Edwards EnterpriseOne」をクラウドで提供するサービスをパートナー様企業との協業により

開始、同年10月には「Oracle Hyperion Financial Management」の短期導入ツール群の最新版「Japan 

Starter Kit2」、平成24年1月には人材管理アプリケーション「PeopleSoft Human Capital Management 

9.1」の機能追加パッケージ「PeopleSoft HCM 9.1 Features Pack 2」、同年2月には「Oracle E-

Business Suite」の輸出入規制管理アプリケーション「Oracle Global Trade Management」、ならびに

「JD Edwards EnterpriseOne」の最新技術基盤「JD Edwards EnterpriseOne Tools 9.1」とスマートフ

ォン専用のアプリケーションを提供開始いたしました。 

  

[アップデート＆プロダクト・サポート] 

売上高は48,438百万円（前年同期比4.9％増）となりました。 

当セグメントは、ソフトウェア・ライセンスを利用されているお客様に更新版等のアップデートや技術

サポートを提供しております。 

お客様のIT環境を支え、維持管理コストを削減し、企業価値向上につながる「MyOracle Support」のサ

ービス内容の訴求やパートナー様企業との協業推進等により、新規にライセンスを購入されたお客様から

の新規契約と既存のお客様からの契約更新を確保し、堅調に推移いたしました。 
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[ハードウェア・システムズ] 

売上高は15,071百万円（前年同期比36.7％増）となりました。 

当セグメントは、サーバー、ストレージ、Exadata等エンジニアド・システムズのハードウェアの販売

およびそれらのオペレーティングシステム（OS）や関連ソフトウェアを提供する「ハードウェア・システ

ムズ・プロダクト」、ハードウェア製品の技術サポート、修理、メンテナンスの提供およびOS等関連ソフ

トウェアの更新版等の提供を行う「ハードウェア・システムズ・サポート」から構成されます。 

  
ハードウェア・システムズ・プロダクトの売上高は8,050百万円（前年同期比424.3％増）となりまし

た。従来から取り扱っていたExadataの販売増に加え、旧サン・マイクロシステムズ株式会社(以下サン）

がパートナー様企業と締結していた販売代理店契約の当社への移管および変更手続が前年度中に完了した

ことに伴い、サンのサーバーやストレージ製品の販売が増加いたしました。平成23年10月には「SPARC 

T4」サーバーおよび汎用型エンジニアド・システム「SPARC Super Cluster T4-4」を、11月にはデータベ

ース・アプライアンス「Oracle Database Appliance」を、平成24年１月には、業務の優先度に応じたデ

ータ管理を行えるストレージ製品「Pillar Axiom （ピラー・アキシオム） 600」の提供を開始いたしま

した。 

  
ハードウェア・システムズ・サポートの売上高は7,020百万円（前年同期比26.0％減）となりました。

新たに販売されたハードウェア製品に対するサポート装着率は増加しておりますが、期初のサポート対象

期間終了(EOSL)製品の増加により前年同期比減少となりました。 

  
[サービス] 

売上高は10,788百万円（前年同期比12.6％減）となりました。 

当セグメントは、予防保守サービスやクラウド型サービス等の高付加価値サービスを提供する「クラウ

ドサービス*」、技術者や利用者向けの研修事業や技術資格の認定事業を提供する「エデュケーションサ

ービス」、当社製品の導入支援を行う「コンサルティングサービス」から構成されております。 

  
クラウドサービスの売上高は2,990百万円（前年同期比5.4％増）となりました。付加価値型サービスの

Advanced Customer Support Servicesを中心に堅調に推移いたしました。 

エデュケーションサービスの売上高は1,204百万円（前年同期比7.4％減）となりました。期初は新卒向

けの研修を中心に好調でしたが、景況感の不透明さが強まってきた影響を受けました。平成23年8月には

「MySQL」の技術者認定資格試験、同年12月には「Oracle Solaris 11」の研修コースの提供を開始いたし

ました。 

コンサルティングサービスの売上高は6,593百万円（前年同期比19.6％減）となりました。データベー

ス＆ミドルウェアのコンサルティング案件は堅調に推移し、また、アプリケーションズのコンサルティン

グ案件は回復の兆しが見られるものの、一部案件が震災の影響によりキャンセルされたこともあり売上高

が減少しました。 

  * クラウドサービス：従来のアドバンスト・サポートから名称を変更いたしました。 
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＜報告セグメント別売上高の状況＞ 

 
（注）金額は単位未満を切り捨て、構成比ならびに対前年同期比は単位未満を四捨五入で表示しております。 

  

 

平成23年５月期
第３四半期

平成24年５月期 
第３四半期

平成23年５月期

金 額 構成比 金 額 構成比 対前期比 金 額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％

 

 

 データベース＆ミドルウェア 22,156 23.5 24,990 24.4 12.8 33,706 25.4

 アプリケーションズ 2,613 2.8 2,931 2.9 12.2 4,960 3.7

 ソフトウェア・ライセンス 24,769 26.3 27,922 27.3 12.7 38,666 29.1

 アップデート＆プロダクト・サポート 46,159 49.0 48,438 47.4 4.9 61,924 46.7

ソフトウェア関連 70,928 75.2 76,361 74.7 7.7 100,591 75.8
 

 ハードウェア・システムズ・プロダクト 1,535 1.6 8,050 7.9 424.3 3,217 2.4

 ハードウェア・システムズ・サポート 9,491 10.1 7,020 6.9 △26.0 12,219 9.2

ハードウェア・システムズ 11,027 11.7 15,071 14.7 36.7 15,437 11.6

 

 クラウドサービス 2,837 3.0 2,990 2.9 5.4 3,838 2.9

 エデュケーションサービス 1,301 1.4 1,204 1.2 △7.4 1,728 1.3

 コンサルティングサービス 8,201 8.7 6,593 6.5 △19.6 11,129 8.4

サービス 12,340 13.1 10,788 10.6 △12.6 16,695 12.6

合  計 94,296 100.0 102,221 100.0 8.4 132,724 100.0
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③ 営業利益 

営業利益は28,417百万円となり、前年同期比2,203百万円、8.4％増となりました。 

売上原価は、ハードウェア・システムズの増収に伴う仕入原価の増加、ソフトウェア・ライセンスおよ

びアップデート＆プロダクト・サポートの増収に伴うロイヤルティの増加がありました。販売費及び一般

管理費は、営業強化に伴うソフトウェア・ライセンスの人員増、およびハードウェア・システムズの販売

代理店契約の当社への移管および変更手続が前年度下半期に完了したことに伴い人件費が増加いたしまし

た。また、広告宣伝費は第４四半期中に開催イベントが集中しているため、当第３四半期累計期間では前

年同期比減少いたしました。 

  

各セグメントごとの営業利益は以下のとおりです。 

 
  

④ 営業外損益および経常利益 

経常利益は、受取利息等を営業外収益として計上した結果、28,459百万円となり、前年同期比2,138百

万円、8.1％増となりました。 

  

⑤ 四半期純利益 

四半期純利益は、法人税等の計上により16,632百万円となり、前年同期比1,087百万円、7.0％増となり

ました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第３四半期会計期間末における総資産は89,037百万円（前事業年度末比43,945百万円減）となり

ました。流動資産は45,697百万円（前事業年度末比42,886百万円減）となりました。これは、期末配

当の支払い等によるものです。 

負債は35,694百万円（前事業年度末比11,112百万円減）、純資産は53,342百万円（前事業年度末比

32,833百万円減）となりました。この純資産の減少は、期末配当（1株当たり390円、うち普通配当93

円、特別配当297円）を平成23年8月26日に支払った結果、利益剰余金が21,478百万円、資本剰余金が 

28,087百万円減少したこと等によるものです。この結果、自己資本比率は58.9％（前事業年度末比

5.3ポイントダウン）となりました。 

  

(3)事業上および財務上の対処すべき課題 

当第３四半期累計期間において、重要な変更はありません。 

  

(4)研究開発活動 

 当第３四半期累計期間において、重要な変更はありません。 

セグメントの名称 営業利益(百万円)

ソフトウェア・ライセンス 3,659 

アップデート＆プロダクト・サポート 25,583 

ハードウェア・システムズ 807 

サービス 1,913 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １. 「提出日現在発行数」には、提出日の属する月（平成24年４月１日から当四半期報告書提出日まで）に新

株予約権の行使により発行された株式数は含まれておりません。 

２．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は100株であります。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 511,584,909 

計 511,584,909 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成24年２月29日)

提出日現在
発行数(株)(注)１ 
(平成24年４月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 127,097,471 127,097,471 
東京証券取引所
市場第一部

(注)２

計 127,097,471 127,097,471 ― ―
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため記載事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年11月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

① 【発行済株式】 

平成23年11月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,100株（議決権の数21個）含まれてお

ります。 

  

② 【自己株式等】 

平成23年11月30日現在 

 
  

該当事項はありません。 

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年12月１日～ 
平成24年２月29日 

― 127,097,471 ― 22,301 ― 5,652 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）

― ― 普通株式

5,100 

完全議決権株式(その他) 
 普通株式

1,265,595 ―
126,559,500 

単元未満株式 
 普通株式

― ―
532,871 

発行済株式総数 127,097,471 ― ―

総株主の議決権 ― 1,265,595 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
日本オラクル株式会社 

東京都港区北青山２丁目
５番８号 5,100 ― 5,100 0.0 

計 ― 5,100 ― 5,100 0.0 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成23年12月１日か

ら平成24年２月29日まで)及び第３四半期累計期間(平成23年６月１日から平成24年２月29日まで)に係る

四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  

  

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について
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１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

(単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年５月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成24年２月29日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 22,830 26,818

受取手形及び売掛金 22,093 14,068

有価証券 2,003 2,005

商品及び製品 0 0

短期貸付金 37,986 －

その他 3,671 2,807

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 88,584 45,697

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 15,114 14,441

土地 26,057 26,057

その他（純額） 1,444 1,136

有形固定資産合計 42,615 41,635

無形固定資産 35 24

投資その他の資産   

その他 1,757 1,689

貸倒引当金 △9 △9

投資その他の資産合計 1,747 1,679

固定資産合計 44,398 43,339

資産合計 132,982 89,037

負債の部   

流動負債   

買掛金 8,203 6,605

未払金 5,222 3,211

未払法人税等 8,016 3,863

前受金 21,371 19,605

賞与引当金 2,144 1,069

その他の引当金 40 149

その他 1,715 1,097

流動負債合計 46,715 35,603

固定負債   

その他 91 91

固定負債合計 91 91

負債合計 46,806 35,694

純資産の部   

株主資本   

資本金 22,301 22,301

資本剰余金 33,739 5,652

利益剰余金 29,365 24,519

自己株式 △22 △23

株主資本合計 85,383 52,449
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(単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年５月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成24年２月29日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △19 △17

評価・換算差額等合計 △19 △17

新株予約権 812 910

純資産合計 86,176 53,342

負債純資産合計 132,982 89,037
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(2)【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

(単位：百万円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成22年６月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成23年６月１日 
 至 平成24年２月29日) 

売上高 94,296 102,221

売上原価 47,722 51,404

売上総利益 46,573 50,816

販売費及び一般管理費 20,359 22,399

営業利益 26,213 28,417

営業外収益   

受取利息 87 32

有価証券利息 2 2

その他 57 49

営業外収益合計 146 84

営業外費用   

その他 40 42

営業外費用合計 40 42

経常利益 26,320 28,459

特別利益   

新株予約権戻入益 41 29

投資有価証券売却益 70 6

特別利益合計 111 36

特別損失   

事業構造改善費用 108 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 24 －

特別損失合計 132 －

税引前四半期純利益 26,299 28,495

法人税等 10,753 11,862

四半期純利益 15,545 16,632
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【継続企業の前提に関する事項】 

該当事項はありません。 

  

【会計方針の変更等】 

  

 
  

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 
  

【追加情報】 

 
  

【注記事項】 

(四半期貸借対照表関係) 

     該当事項はありません。 
  

(四半期損益計算書関係) 

    該当事項はありません。 

  

当第３四半期累計期間
(自  平成23年６月１日  至  平成24年２月29日)

(会計方針の変更) 

第１四半期会計期間より、改正後の「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号  平成

22年６月30日)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号  平成

22年６月30日)を適用しております。 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・

オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正

な評価額のうち、将来企業に提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。 

なお、これによる影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。 

当第３四半期累計期間
(自  平成23年６月１日  至  平成24年２月29日)

 税金費用の計算 

当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利

益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

当第３四半期累計期間
(自  平成23年６月１日  至  平成24年２月29日)

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用) 

 第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。 

(法人税率の変更等による影響) 

 平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確

保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する事業年度より法

人税率が変更されることとなりました。 

 当第３四半期累計期間の税金費用の計算にあたり、「改正法人税法及び復興財源確保法に伴う税率変更等に係

る四半期財務諸表における税金費用の実務上の取扱い」（平成24年１月20日企業会計基準委員会実務対応報告第

28号）に従い、平成24年６月１日から開始する事業年度以降において解消が見込まれる一時差異については、変

更後の法定実効税率を適用して繰延税金資産及び繰延税金債を計算しております。 

 なお、この変更による影響額は、金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

― 15 ―



  
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

 
  

(株主資本等関係) 

前第３四半期累計期間(自  平成22年６月１日  至  平成23年２月28日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  
３．株主資本の著しい変動 

  株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  
当第３四半期累計期間(自  平成23年６月１日  至  平成24年２月29日) 

１.  配当金支払額 

 
  
２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

  平成23年8月25日開催の第26回定時株主総会において、会社法第448条第１項の規定に基づき資本準備

金および利益準備金額を減少し、それぞれ「その他資本剰余金」、「その他利益剰余金」に振り替える

議案が決議されました。これに伴い、資本準備金が28,087百万円、利益準備金が1,000百万円減少して

おります。また、本議案の承認を前提として、平成23年7月21日開催の取締役会において決議されてい

た期末配当（１株当たり390円、うち普通配当93円、特別配当297円）を平成23年8月26日に支払った結

果、資本剰余金が28,087百万円、利益剰余金が21,478百万円減少しております。 

(自  平成22年６月１日 
至  平成23年２月28日) 

前第３四半期累計期間
(自  平成23年６月１日 
至  平成24年２月29日) 

当第３四半期累計期間

減価償却費              1,094百万円 減価償却費              1,146百万円 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年７月23日 
取締役会 

普通株式 12,708 100 平成22年５月31日 平成22年８月12日 利益剰余金

平成22年12月22日 
取締役会 

普通株式 8,896 70 平成22年11月30日 平成23年２月７日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当金の原資

平成23年７月21日 
取締役会 

普通株式
21,478 169 平成23年５月31日 平成23年８月26日 利益剰余金

28,087 221 平成23年５月31日 平成23年８月26日 資本剰余金

合計 49,566 390  
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(持分法損益等) 

   該当事項はありません。 

  
(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第３四半期累計期間(自  平成22年６月１日  至  平成23年２月28日) 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １.セグメント利益の調整額△4,102百万円は、全社費用であります。主に報告セグメントに帰属しない管理部門

等に係る費用であります。 

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第３四半期累計期間(自  平成23年６月１日  至  平成24年２月29日) 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １.セグメント利益の調整額△3,546百万円は、全社費用であります。主に報告セグメントに帰属しない管理部門

等に係る費用であります。 

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  (単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額 
(注)１

四半期損益
計算書計上

額 
(注)２

ソフトウェ
ア・ライセ

ンス

アップデー
ト＆プロダ
クト・サポ

ート

ハードウ
ェア・シ
ステムズ 

サービス 計

売上高     

 外部顧客への売上高 24,769 46,159 11,027 12,340 94,296 ─ 94,296 

 セグメント間の内部売
上高又は振替高 

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

計 24,769 46,159 11,027 12,340 94,296 ─ 94,296 

セグメント利益 2,441 24,539 1,191 2,144 30,316 △4,102 26,213 

  (単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額 
(注)１

四半期損益
計算書計上

額 
(注)２

ソフトウェ
ア・ライセ

ンス

アップデー
ト＆プロダ
クト・サポ

ート

ハードウ
ェア・シ
ステムズ 

サービス 計

売上高     

 外部顧客への売上高 27,922 48,438 15,071 10,788 102,221 ─ 102,221 

 セグメント間の内部売
上高又は振替高 

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

計 27,922 48,438 15,071 10,788 102,221 ─ 102,221 

セグメント利益 3,659 25,583 807 1,913 31,964 △3,546 28,417 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
（注）当第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
（会計方針の変更） 

第１四半期会計期間より、改正後の「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号  平成22

年６月30日)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号  平成22年

６月30日)を適用しております。 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オ

プションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評

価額のうち、将来企業に提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。 

これらの会計基準等を適用しなかった場合の前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の

金額は、122.30円であります。 

  
(重要な後発事象) 

 
  

該当事項はありません。 

項目 (自  平成22年６月１日 
至  平成23年２月28日) 

前第３四半期累計期間
(自  平成23年６月１日 
至  平成24年２月29日) 

当第３四半期累計期間

(1) １株当たり四半期純利益金額 122.32円 130.87円

    (算定上の基礎) 

    四半期純利益金額(百万円) 15,545 16,632 

    普通株主に帰属しない金額 ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 15,545 16,632 

    普通株式の期中平均株式数(千株) 127,091 127,092 

 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 122.31円 ―

    (算定上の基礎) 

    四半期純利益調整額(百万円) ― ―

    普通株式増加数(千株) 8 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ
いて前事業年度末から重要な変動がある場合の概要 

― ―

当第３四半期累計期間
(自 平成23年６月１日 至 平成24年２月29日)

 該当事項はありません。 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成24年４月12日

日本オラクル株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
  
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

日本オラクル株式会社の平成23年６月１日から平成24年５月31日までの第27期事業年度の第３四半期会計期

間（平成23年12月１日から平成24年２月29日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年６月１日から平成24

年２月29日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。 

  
四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本オラクル株式会社の平成24年２月29日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

    新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  戸  田     彰  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  石  黒  一  裕  印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年４月12日 

【会社名】 日本オラクル株式会社 

【英訳名】 ORACLE CORPORATION JAPAN 

【代表者の役職氏名】 代表執行役 社長 最高経営責任者  遠 藤 隆 雄 

【最高財務責任者の役職氏名】 執行役 副社長 最高財務責任者  野 坂  茂 

【本店の所在の場所】 東京都港区北青山二丁目５番８号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当社代表執行役 社長 最高経営責任者 遠藤隆雄および当社執行役 副社長 最高財務責任者 野坂

茂は、当社の第27期第３四半期（自 平成23年12月１日 至 平成24年２月29日）の四半期報告書の記載

内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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